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１ 交通局施設等長期維持管理計画策定の趣旨

名古屋市の交通事業は、昭和５年に市バス、昭和３２年に地下鉄の営業を開始

し、現在、市バスでは市内全域に１６４系統７６３㎞、地下鉄では６路線９３㎞

の路線網を有し、市バスと地下鉄は、一体的なネットワークを形成することで本

市における重要な交通手段としての役割を果たしている。

バス事業では、営業所、バスターミナル等の施設やバス車両等で成り立ち、地

下鉄事業では、駅、トンネル等の土木施設並びに駅出入口、工場、変電所等の建

築施設及び信号設備、防災設備、自動改札機、可動式ホーム柵等多数の設備・機

器や電車車両から成り立っている。

これらの施設・設備・機器・車両については、日頃から法令等に基づき適切に

維持管理し、安全の確保に努めているが、順次経年劣化が進み、維持管理に伴う

財政負担が継続して大きく見込まれる状況にある。

こうした中で、今後も公共交通は本市のまちづくりにおいて重要な役割を果

たすことから、現行の市バス・地下鉄路線網は適切に維持していく必要がある。

このため、市バス・地下鉄の安全な運行に支障が生じないように維持管理を確

実に実施していくとともに、長期・安定的な事業運営を行っていくため、平成２

１年９月に定めた「アセットマネジメント基本方針」に沿って平成２４年１月に

「交通局施設等長期維持管理計画」（以下「計画」という。）を策定した。

一方、名古屋市においては、交通局のアセットマネジメント基本方針や各局の

計画等における取組を踏襲しつつ一部見直しや充実を図る形で、それらの計画

等を１つに集約することで今後の公共施設等の維持管理・更新等に関する本市

の理念や取組をまとめた「名古屋市公共施設等総合管理計画」を令和４年５月に

策定した。

この新しい計画においては、「交通局施設等長期維持管理計画」は「施設類型

ごとの具体的な対策内容等を定めた個別施設計画」として位置づけられている。

-1- 



- 2 - 

２ 計画の方針 

交通局が管理する事業用施設・設備・機器・車両（以下「施設等」という。）

について、これらの施設等が市営交通事業において重要な社会資本であるとの

認識のもと、適時適切な改修・整備により施設等の長寿命化を図るとともに、更

新費用を含めた維持管理費の抑制・平準化を図り、計画的で適切な維持管理を行

う。 

また、附帯事業用施設である賃貸ビルについては、経営基盤の強化に資するよ

う長期にわたり安定した収入を確保するため、費用対効果の高い計画による維

持管理を行う。

３ 計画の期間 

計画の期間は、平成２３年度から令和４２年度までの５０年間とする。
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４ 計画の対象施設等 

バス事業、地下鉄事業における次の施設等及び賃貸ビル（以下「交通局施設等」

という。）を対象とする。

 〔バス事業〕

区  分 対象施設等 

建築物 
バス営業所、バスターミナル、 

バス停上屋・シェルター 

機械設備 給排水設備、消火設備、ガス設備 

電気設備 電路設備、通信設備 

営業所施設等 地下タンク、給油機、バス停標識

マナカ対応機器 IC カード対応料金箱 

バス車両 

(車両整備設備を含む) 
大型バス、中型バス、ツインリフト、洗車機 

バス事業における主な施設等の状況（令和５年４月現在）

建築物（バス営業所） ４３，０００㎡（１１営業所）

バスターミナル ５５，０００㎡（１７箇所）

バス停留所 １，４７１箇所

バス車両 １，０１４両

［名古屋市公共施設等総合管理計画：令和４年５月］ 
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〔地下鉄事業〕

区  分 対象施設等 

土木構造物 箱型トンネル、シールドトンネル、高架橋 

その他土木施設 
高欄、軌道、大型保守用機械等、 

軌道総合管理システム 

建築物 
駅、駅出入口、換気所・ポンプ所、工場・車庫、 

変電所、その他の建築物 

機械設備 
空調換気設備、総合監視盤、給排水設備、消火設備、 

浸水対策設備、昇降機、可動式ホーム柵 

電気設備 
電路設備、変電設備、信号設備、通信設備、 

大型保守用機械 

マナカ対応機器 

自動改札機、自動券売機、自動精算機、データ集計機、

カード処理機、監視・放送装置、定期券発行機、各種サ

ーバ機器 

電車車両 

(工場設備を含む) 
車両、車両牽引車、車両保守用機械設備 

地下鉄事業における主な施設等の状況（令和５年４月現在） 

トンネル、高架（営業キロ累計） ９３．３km 

駅 ６８０，０００㎡（８５駅） 

車両工場、車庫等（建築物） １２０，０００㎡（３工場他） 

変電所（建築物） ３８，０００㎡（２５箇所） 

電車車両 ７８２両 

［名古屋市公共施設等総合管理計画：令和４年５月］ 
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   〔附帯事業〕

区  分 対象施設等 

賃貸ビル 

野並駅ビル、御器所ステーションビル、 

原ターミナルビル、上社ターミナルビル、 

丸の内会館、ループ金山 
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５ 計画における維持管理の基本的な考え方 

（１）施設等の維持管理については、その特性に応じ維持管理区分の型を下記の

とおり設定し、長寿命化を含めた適切な維持管理を行う。 

区 分
維持管理区分の

型 
維持管理の基本的な考え方

土木構造物

予防維持管理型 

・土木構造物は、更新困難であり、耐用年数

を設定せず、最大限の長寿命化を図る。 

・地下鉄の安全・安定輸送を確保するため、

定期的に行う構造体耐久性調査を踏まえ

た劣化予測結果から補修完了期限を求

め、維持管理を行う。 

建築物

（地下鉄駅）

・開業後５０年以上経過した駅を改修対象

駅として、長期間良好な状態を維持する

ため、仕上げ材の改修を行う。 

(改修後も同様の取扱いとする。) 

建築物

（地上）

・地上の建築物は、計画策定前に実施した

構造体耐久性調査結果を踏まえ、建築物

の耐用年数を「名古屋市公共施設等総合

管理計画（令和４年５月）」において示さ

れている市設建築物の長寿命化の目標に

即して建設後８０年と設定する。 

なお、必要に応じ構造体耐久性調査を

行うことで残存耐用年数を把握し、可能

な限り長寿命を図り使用する。 

・残存耐用年数を踏まえ、建築構造物の長

寿命化に必要な改修を２０年毎に行うと

ともに、設備や内装を含めた改修を行う

ことにより維持管理を行う。

設備

機器

車両

点検維持管理型 

・点検・検査により劣化・損傷を確認し、そ

の結果を台帳で管理する。 

・点検・検査結果のデータを踏まえ、合理的

な更新周期を設定し、可能な限り長寿命

化を図る。

※土木構造物を始めとした施設等の「維持管理の考え方」：資料１～３参照 
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施
設 
の 
状 
態

経年 

更
新

維持管理区分の型

（２）賃貸ビルの維持管理については、劣化診断によりビルの状態を把握した上

で長期修繕計画を策定し、附帯事業収入確保の観点からビルにとって必要な

時期に修繕を行うことにより維持管理を行う。  

区   分
対策実施時期と管理水準のイメージ

区分される施設の条件

Ａ 予防維持管理型 

（予防保全を基にした維持管理）

・ライフサイクルコスト最小化をめざ

し長寿命化を図る。

・施設機能の低下を極力防ぐ。

Ｂ 点検維持管理型 

（計画的な点検を基にした維持管理）

・機能の低下は許容水準の範囲内。

Ｃ 観察維持管理型 

（目視観察を主体とした維持管理）

・長寿命化は考慮しない。

・施設機能を失うまで、あるいは管理限

界まで施設を使い続ける。

施
設 
の 
状 
態

経年 

更
新

更
新

経年 

施
設 
の 
状 
態

更
新

更
新

更
新

更
新
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６ 長期維持管理計画 

（１）施設等 

施設等の区分ごとの維持管理の基本的な考え方に基づき、具体的な維持管理

の考え方を資料１～３のとおり定め、これに基づき長期維持管理計画を策定し

ている。５０年間の維持管理費用の見込額は、次表のとおりである。

区    分 維持管理費用（見込額）

バス事業 １，０９０億円

建築物 １４０億円

機械設備 ４億円

電気設備 １０億円

営業所施設等 ３３億円

マナカ対応機器 ３６億円

バス車両・車両整備設備 ８６７億円

地下鉄事業 ９，９６５億円

土木構造物 １６４億円

その他土木施設 ５０１億円

建築物 １，５２６億円

機械設備 ２，６９９億円

電気設備 ２，２６５億円

マナカ対応機器 ５３１億円

電車車両・工場設備 ２，２７９億円

（２）賃貸ビル 

賃貸ビルの維持管理の基本的な考え方に基づき、対象の施設について長期修

繕計画を策定している。賃貸ビル建設後５０年までの維持管理費用の見込額は、

次表のとおりである。 

賃貸ビル 計画策定年度 維持管理費用（見込額） 

野並駅ビル 平成 22 年度 

４９億円

原ターミナルビル 平成 23 年度 

御器所ステーションビル 平成 25 年度 

上社ターミナルビル 平成 25 年度 

丸の内会館 平成 26 年度 

ループ金山 平成 29 年度 
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７ 維持管理の実施体制及び計画の進行管理  

交通局施設等の維持管理業務は、定期的に点検・検査を実施し、その結果に

より修繕等の対応を行っている。長期維持管理計画の策定にあたって、この体

制の点検及び整理を行い、引き続きこの体制を継続することの有効性を確認し

ている。

実施体制における「点検・検査の基準」、「修繕・更新」及び「維持管理につ

いての監査体制」は次のとおりである。

（１）点検・検査の基準

交通局施設ごとに法令等に基づく基準が整備されており、その基準には点

検・検査を実施するにあたっての点検・検査項目、必要な施設ごとに要求性能

を定めた維持管理指標、健全度を判定するための維持管理水準及び点検・検査

周期が定められている。

 点検・検査の基準

施設等 

区分 
主な施設等 法令等に基づく基準 点検・検査周期 管理台帳 

土木 

構造物 

トンネル 

高架構造物 
実施基準 

構造物等維持管理 

マニュアル 

1回／2年 検査 
トンネル台帳 

橋りょう台帳 

その他 

土木施設

高欄※

レール 

分岐器 

実施基準 

線路整備基準 
1回／1年 検査 

レール台帳 

分岐器台帳 

建築物 

駅 

建築基準法 

実施基準 

諸設備整備基準 

1回／1年 検査 

1回／3年 検査 

管理台帳 営業所 

工場等 建築基準法 1回／3年 検査 

賃貸ビル 

機械 

設備 

浸水対策設備 
実施基準 

諸設備整備基準 
1回／1年 検査 

設備台帳 

排水設備 
実施基準 

諸設備整備基準 
1回／1年 検査 

換気設備 
実施基準 

諸設備整備基準 
1回／1年 検査 

火災対策設備 

消防法 

実施基準 

諸設備整備基準 

1回／6月 点検 

1回／1年 点検 

昇降機 
建築基準法 

諸設備整備基準 
1回／1年 検査 
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（※）鶴舞線は高架構造物と一体のため土木構造物に含む。

（注）実施基準、整備基準、保守心得は「鉄道に関する技術上の基準を定める省

令」に基づく基準

（２）修繕・更新

点検・検査等により修繕等の対応の必要が判定された場合、その緊急度及び

経年等により各施設管理者に割り当てられた修繕費で対応するもの、次年度以

降に計画するものに分け修繕・更新対応を行なっている。

（３）維持管理についての監査体制

鉄道事業では、輸送の安全を確保するために保安監査制度がある。この監査

は、「鉄道事業等監査規則」（国土交通省令）により、施設及び車両の管理及び

保守並びに運転取扱いが適正に行なわれているかどうかについて監査を行な

うもので、施設及び車両等に関する法令の遵守状況並びに補修計画及び補修実

績等について国が定期的に監査を行なっている。

また、国の監査とは別に毎年度、局内で自主監査を行い施設等の維持管理の

適正性についての確認を行なっている。

機械 

設備 可動式ホーム柵 
実施基準 

諸設備整備基準 
1回／1年 検査 設備台帳 

電気 

設備 

変電・電路 

信号・通信設備 

実施基準 

各設備保守心得 

1回/1～4月 巡回検査 

1回/1～2年 定期検査 
設備台帳 

火災対策設備 
消防法 

実施基準 

1回／6月 点検 

1回／1年 点検 

車両 

電車車両 
実施基準 

車両整備基準 

1回/6日 列車検査 

1回/3月 月検査 

1回/4年 重要部検査 

1回/8年 全般検査 

電車台帳 

バス車両 
道路運送車両法 

道路運送車両の保安基準 

1回／3月 点検 

1回／1年 検査 
車両整備台帳 
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（４）計画の進行管理

各施設等の具体的な維持管理については、長期維持管理計画を踏まえ、施設

等の安全性の確保を前提に予算で決定する。また、定期点検等での不具合状況

の変化、構造体耐久性調査データの蓄積等により予測した寿命の変化及び保全

方法の技術革新等、長期維持管理計画を策定する際に基となった条件の変化も

想定される。

このことから経営計画と連動させるなどの形で一定期間における中期維持

管理計画を定めることにより、進行管理を行っていく。また、必要に応じ、長

期維持管理計画を改定する。

ＰＬＡＮ 

中期維持管理計画 

 ＡＣＴＩＯＮ  ＤＯ

点検・維持管理                            点検の実施 

   更新・工法の見直し                        維持管理・更新の実施 

                      ＣＨＥＣＫ 

中期維持管理計画 

の事後評価 

維持管理計画のＰＤＣＡ

（５）施設を更新する際の視点

   老朽化した施設の更新にあたっては、「名古屋市公共施設等総合管理計画（令

和４年５月）」にあるように、本市（交通局を除く。）若しくは交通局又は民間

の施設等との複合化の可能性についても検討していく。

   また、公民連携の促進により民間企業等の持つ資金、ノウハウ等の活用を検

討していく。



- 12 - 

（６）インフラ長寿命化計画との関係

 国において平成２５年１１月にインフラ長寿命化基本計画が決定され、こ

れに合せて、平成２６年４月に総務省から各地方公共団体に対し、公共施設

等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計画（公共施設等総合管理計

画）の策定を求められた。

名古屋市の公共施設等総合管理計画については、総務省からは、名古屋市の

アセットマネジメント基本方針、アセットマネジメント推進プラン、公共施設

白書、市設建築物再編整備の方針、各企業局において策定した施設の維持管理

などに係る基本計画を合わせたものが該当するものとされており、平成２８年

４月１３日付けで策定を報告している。

さらに、これまでの市長部局及び企業局の計画等における取組を踏襲しつつ

一部見直しや充実を図る形で、それらの計画等を１つに集約することで今後の

公共施設等の維持管理・更新等に関する本市の理念や取組をまとめた「名古屋

市公共施設等総合管理計画」を令和４年５月に策定している。

また鉄道施設については、安全管理規程等のほか、鉄道に関する技術上の基

準を定める省令等に基づき規定した実施基準等や交通局施設等長期維持管理

計画がインフラ長寿命化計画の策定に代えることができるものとされている。



資料１

トンネル
構造物
種別

［一般区間］

上床版及び側壁・柱・壁・桁の

かぶり厚過小部　：　繊維系シート

その他　：　含浸材塗布

［塩害区間］

全面含浸材塗布及び犠牲陽極材

設置による断面修復

施工継手部　上方90°

（構造状態により180°・内空全周）

　　　　　　：繊維系シート

鉄筋露出部、かぶり厚過小部

　　　　　　：繊維系シート

施工継手部　上方90°

（構造状態により180°・内空全周）

　　　　　　：繊維系シート

継手鋼材部分　：　塗装

（セグメントの対策不要）

ＲＣ床版・桁・柱　：　繊維系シート

高欄（鶴舞線　RC壁）

　：　繊維系シート

高欄（東山線　鋼製支柱）　：　塗装

ＰＣ桁部　：　対策不要

ＲＣ床版・柱　：　繊維系シート

高欄（鶴舞線　RC壁）

　：　繊維系シート

高欄（東山線　鋼製支柱）　：　塗装

ＰＣ桁可動・固定支点

：　潤滑剤、防錆剤塗布

PC鋼材グラウト充填

鋼板　：　塗装（２０年毎）

鋼製桁可動・固定支点

：　潤滑剤、防錆剤塗布

シールド
トンネル

二
次
覆
工
有
り

鉄筋
有り

鉄筋
なし

二次覆工
なし

土木構造物の維持管理の考え方

構造形式 補修箇所・補修方法

箱型
トンネル

ＲＣ
（鉄筋コン
クリート）

高架
構造物

ＲＣ
　（鉄筋
コンクリー
ト）

ＰＣ
（プレストレス
トコンクリー
ト）

鋼橋

※ 東山線の高欄は、その他土木施設に分類

高
欄高

欄

水切り水切り

繊維系シート 繊維系シート

鶴舞線（ＲＣ壁） …繊維系シート
※ 東山線（鋼製支柱）…塗装

固定支点 可動支点
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資料２ 

建築物の維持管理の考え方 

１．バス事業 

施 設 区 分 策 定 の 考 え 方 

営業所建物 
建築構造物の耐用年数を 80 年と設定し 20 年毎に改修を行う。 

バスターミナル 

バス停上屋 
ポリカ型上屋 ： 建築構造物の耐用年数を 80 年と設定し 20 年毎に改修を行う。 

旧型テント   ： 新型テント等に建替えを行う。 

２．地下鉄事業 

施 設 区 分 策 定 の 考 え 方 

地下鉄駅 
開業後５０年以上経過した駅を改修対象駅として、長期間良好な状態を維持す

るため、仕上げ材の改修を行う。(改修後も同様の取扱いとする) 

出入口 

変電所建物(地上) 

車庫・工場建物 

事務所建物 

その他の建築物 

建築構造物の耐用年数を 80 年と設定し、20 年毎に改修を行う。 

※その他の建築物 ： 中間換気所など 

３．改修計画の概要 

施 設 区 分 建設経過年数 改  修  内  容 

地下鉄駅 50 年 仕上げ材（天井・壁・床）の改修 

営業所建物 

出入口上屋 

変電所建物(地上) 

車庫・工場建物 

事務所建物 

その他の建築物 

20 年 屋上防水・ｼｰﾘﾝｸﾞ・塗装等経年劣化する仕上げ材の改修 

40 年 リニューアル改修（外装・内装の全面改修 設備改修） 

60 年 屋上防水・ｼｰﾘﾝｸﾞ・塗装等経年劣化する仕上げ材の改修 

80 年 建替え 

シャッター・止水板 

（出入口・ 

合築出入口） 

30 年 更新 

バスターミナル 

バス停上屋 

20・40・60 年 ｼｰﾘﾝｸﾞ等経年劣化する仕上げ材の改修 

80 年 建替え 
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資料３

維持管理の考え方

機械設備
　給排水設備
　消火設備
　ガス設備

・営業所改修（40年）及び建替え（80年）に併せて更新する。

　電路設備
（配電盤、分電盤、
  構内照明器具、
  放送設備等）

・電源設備、構内照明器具、放送設備等は、各設備の更新周期に基づき更新す
る。

　電路設備（その他）
　通信設備

・営業所棟の照明器具、消防設備、コンセント回路等は営業所改修（40年）
　及び建替え（80年）に併せて更新する。

　給油タンク
・法令により使用期限が定められているものについては、50年の期限内で更新
する。その他のものについては、50年更新を標準とする。

　給油機 ・２０年更新を標準とする。

　バス停標識 ・３０年更新を標準とする。

マナカ対応
機器

　ICカード対応料金箱 ・１５年更新を標準とする。

　ツインリフト ・３５年更新を標準とする。

　洗車機 ・２０年更新を標準とする。

車両 　バス車両

・１８年更新を標準とする。

・１２年目以降の使用に必要な交換部品を行う。

・機関分解整備を適宜行う。

車両整備設備

（バス事業）設備・機器・車両の維持管理の考え方

区　　　分

電気設備

営業所施設等
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維持管理の考え方

　レール

・レール削正量を増やすことにより、レール交換はレール全体で平均３６年更
新とする。
・レール交換基準については、５年毎に実施するレール探傷検査結果を踏ま
　え、定期的に見直す。

　分岐器 ・５０年更新を標準とする。

　高欄 ・４０年更新を標準とする。

　大型保守用機械等 ・機種に応じ１０～３０年で更新する。

　給水管設備 改修時に長寿命の配管材料に見直し、38年更新を標準とする。

　給水設備 ポンプ機器ユニット・水槽類：38年更新を標準とする。

汚物流入管・雑排水流入管・ポンプアップ管

　：改修時に長寿命の配管材料に見直し、40年更新を標準とする。

ポンプ機器本体：20年更新を標準とする。

制御盤（盤内部品更新）：20年更新を標準とする。

制御盤（筐体含む全更新）：40年更新を標準とする。

　冷水管設備 50年更新を標準とする。

　冷却水管設備 50年更新を標準とする。

　消火管設備 改修時に長寿命の配管材料に見直し、50年更新を標準とする。

　消火ポンプ設備 消火ポンプ・消火水槽：40年更新を標準とする。

　消火栓 50年更新を標準とする。

送排風機本体（#4未満）：30年更新を標準とする。

送排風機本体（#4以上）

・50年更新を標準とする。

・#4以上の送風機については、機器の長寿命化を図るため、機器本体の消耗品
　の交換は10年を標準とする。

・更新が困難な場合ついては、機器の長寿命化を図るため、機器本体のオー
　バーホールは50年を標準とする。

制御盤（筐体含む全更新）：本体更新に合わせての更新を標準とする。

　ダクト設備 50年更新を標準とする。

・50年更新を標準とする。

・ダクト接続されている消音設備はダクトと同調する。

　自動再生フィルター設備 35年更新を標準とする。

冷凍機本体

・30年更新を標準とする。

・機器の長寿命化を図るため、機器本体のオーバーホールは10年を標準
　とする。

制御盤：本体更新に合わせての更新を標準とする。

水冷式（プレート式）・空冷式：30年更新を標準とする。

水冷式（シェルアンドチューブ式）

・30年更新を標準とする。

・機器の長寿命化を図るため、機器本体のオーバーホールは10年を標準
　とする。

制御盤：本体更新に合わせての更新を標準とする。

　熱交換器 50年更新を標準とする。

（地下鉄事業）設備・機器・車両の維持管理の考え方

区　　　分

その他の
土木施設

　排水管設備

　排水ポンプ設備

　送排風機設備

　消音設備

　冷凍機設備

　チラーユニット

機械設備
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維持管理の考え方

冷水ポンプ本体：30年更新を標準とする。

制御盤：本体更新に合わせての更新を標準とする。

冷却水ポンプ本体：30年更新を標準とする。

制御盤：本体更新に合わせての更新を標準とする。

冷却塔本体：30年更新を標準とする。

制御盤：本体更新に合わせての更新を標準とする。

エアハンドリングユニット・ファンコイルユニット・パッケージ型エアコン

　：30年更新を標準とする。

マルチエアコン：15年更新を標準とする。

ルームエアコン：10年更新を標準とする。

制御盤：本体更新に合わせての更新を標準とする。

ファンコイルユニット・パッケージ型エアコン：30年更新を標準とする。

マルチエアコン：15年更新を標準とする。

ルームエアコン：10年更新を標準とする。

制御盤：本体更新に合わせての更新を標準とする。

　総合監視盤 20年更新を標準とする。

電動式止水扉本体：40年更新を標準とする。

制御盤：30年更新を標準とする。

・25年更新を標準とする。

・部品供給停止が公表されたものを優先して更新する。

・40年更新を標準とし、トラス使用不可と診断された場合にトラスを含めて
　更新する。

・40年更新を標準とし、トラス使用可能と診断された場合にトラス以外を
　更新する。

・部品供給停止が公表されたものを優先して更新する。

・30年更新を標準とする。

・部品に応じて10年、15年の部品交換を実施することを標準とする。

駆動部品：35年更新を標準とする。

制御盤：35年更新を標準とする。

　※ 駅改修工事が計画されている場合は、状況に応じて同調して更新する。

　駅務諸室空調設備

（地下鉄事業）設備・機器・車両の維持管理の考え方

区　　　分

　冷水ポンプ設備

　冷却水ポンプ設備

　冷却塔設備

　空調設備

　電動式止水扉設備

　エレベーター

　エスカレーター

　庄内川防水扉

　可動式ホーム柵

機械設備
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維持管理の考え方

　電路設備 ・各設備に応じて設定した更新年数に基づき更新する。

　変電設備 ・変電設備の更新は４０年を標準とし、変電所単位で一括更新する。

　信号設備
　通信設備

・各設備に応じて設定した更新年数に基づき更新する。

　大型保守用機械等 ・機種に応じ１０～３０年で更新する。

　自動改札機
　自動券売機
　自動精算機
　データ集計機
　監視・放送装置

・故障等の状況に応じ１２～１５年更新を標準とする。

・更新までの中間時期に、部品交換やオーバーホール等を行う。

　カード処理機
　定期券発行機

・１０年更新を標準とする。

・更新までの中間時期に、部品交換やオーバーホール等を行う。

　定期券サーバ
・５年更新を標準とする。

・更新までの中間時期にＵＰＳ交換を行う。

　マナカ中継サーバ ・６年更新を標準とする。

　審査統計サーバ
　審査統計サーバ
　（敬老）

・５年更新を標準とする。

　通信機器 ・２０年更新を標準とする。

　車輪旋盤
・４０年更新を標準とする。

・主要部品を２０年目に更新する。

　台車洗浄ブース ・４０年更新を標準とする。

　クレーン
　車両洗浄機
　第三軌条昇降装置

・各設備に応じ、３０～５０年で更新する。
　（クレーンレールは、建築物の維持管理の考え方に合わせ改修を行う。）

　電車車両
・４０年更新を標準とする。

・主要電気機器及び冷房装置を２０年目に更新する。

　車両牽引車 ・３０年更新を標準とする。

車両

電気設備

マナカ対応
機器

工場設備

（地下鉄事業）設備・機器・車両の維持管理の考え方

区　　　分
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